
防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金交付要綱         

                       平成２９年４月１日制定 

（目的） 

第１条 この要綱は、地域子育て支援拠点事業所の新設、修理、改造又は整備

に要する経費の一部を補助し、もって、乳児又は幼児及びその保護者が相互

の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報提供、助言その他

の援助を実施し、子どもを安心して育てることができるよう体制整備を行う

ことを目的とする。 

（交付の対象及び補助率等） 

第２条 この補助金の交付の対象となる事業は、国が定める次世代育成支援対

策施設整備交付金交付要綱（以下「国要綱」という。）６に規定する事業と

する。 

２ この補助金の交付の対象となる経費及び補助金の算定方法は、国要綱の規

定によるものとし、補助金の額は、予算の範囲内において、交付の対象とな

る経費の４分の３に相当する額以内とする。 

（交付申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとするもの（以下「事業実施者」という。）

は、所定の期日までに防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金交付申請

書（第１号様式）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第４条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、その内容を審査

の上、適正であると認めるときは、補助金の交付を決定し、防府市次世代育

成支援対策施設整備費補助金交付決定通知書（第２号様式）によりその旨を

事業実施者に通知するものとする。 

（変更交付申請） 

第５条 事業実施者は、前条の規定による交付決定を受けた後、その内容に変

更を生じた場合は、防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金変更交付申

請書（第３号様式）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（変更交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、その内容を審査



の上、適正であると認めるときは、補助金の変更交付を決定し、防府市次世

代育成支援対策施設整備費補助金変更交付決定通知書（第４号様式）により

その旨を事業実施者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第７条 第４条の交付決定を受けた事業実施者は、事業を完了したときは、防

府市次世代育成支援対策施設整備費補助金実績報告書（第５号様式）に関係

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（補助金の請求） 

第８条 前条の実績報告が提出された場合において、市長はその内容を審査の

上、適当であると認めたときは、当該事業実施者は請求書（第６号様式）を

市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により適法な請求書を受理したときは、３０日以内に

補助金を当該事業実施者に支払うものとする。 

（関係書類の整備） 

第９条 補助金の交付を受けた事業実施者は、事業の実施状況及び当該事業に

係る収支について一切の状況を明らかにする帳簿その他の関係書類を整備し、

補助金の交付の決定があった年度の終了後５年間保存しておかなければなら

ない。 

（報告及び検査） 

第10条 市長は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた事業実施

者に対して報告を求め、若しくは当該補助金の使用について、必要な指示を

し、又は関係職員に帳簿その他の関係書類を検査させ、若しくは関係者に質

問させることができる。 

（補助金の交付の決定の取り消し等） 

第11条 市長は、補助金の交付を受けた事業実施者が次の各号の一に該当する

ときは、当該補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) この要綱に違反したとき。 

(2) 虚偽の申請その他不正な手段によって補助金の交付を受けたとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

すでに補助金が交付されているときは、当該事業実施者に対し、期限を定め



てその返還を命ずるものとする。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 



第１号様式（第３条関係） 

  年  月  日  

 

（宛先）防府市長 

 

                  所 在 地 

                  法 人 名 

                  代表者名            印 

 

 

  年度防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金交付申請書 

 

防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金交付要綱第３条の規定に基づき、

下記により補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 施設の名称 

２ 交付申請額    金          円 

３ 整備計画概要  別紙整備計画書のとおり 

４ 添付書類 

 ① 既存園舎及び建設予定の園舎等の設計図書 

（部屋の配置が分かる平面図等） 

 ② 工事の見積書及び内訳明細書 

 ③ 各室面積表（名称、面積、１室当たり人員等） 

 ④ その他参考となるべき資料 

 



 

  年度防府市次世代育成支援対策施設整備計画書 

 

１ 対象施設等 

施 設 名  法人名  

施設種別  

施設所在地  

事業着手予定 年  月  日 事業完了予定 年  月  日 

対象経費の実支出額 

（予定額） 
 抵当権設定 有 ・ 無 

資
金
内
訳 

補助金 

設 置 者 負 担 

一般財源 
借入金 

（    ） 
寄付金  

     

利
用
世
帯 

現 在 増 加 合 計 

   

人 人 人 

（世帯） （世帯） （世帯） 

   

※「抵当権設定の有無」：以下に基づく抵当権の設定の有無を記入すること。 
ア 平成 20 年４月 17 日雇児発第 0417001 号「厚生労働省所管一般会計補

助金等に係る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管一般会計補
助金等に係る財産処分承認基準」第３の３の（１）に規定する抵当権の
設定の有無。 

イ 平成 20 年４月 30 日 20 文科初第 490 号「私立学校施設整備費補助金
（私立幼稚園施設整備費）に係る財産処分承認等について」の別添「文
部科学省一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３の３に規定す
る抵当権の設定の有無。 

 

２ 整備の目的 

 ※ 施設整備の目的、概要及び必要性、施設整備による効果等を記入する 
こと。 

 

 

 

（ 別 紙 ） 



３ 地域の状況と今後の推移について 

 ※ 現在の施設の状況、地域の状況（地域ネットワークの状況等）や現在の
問題点、整備の必要性、今後の方向性（整備が実施された場合の状況、改
善点等）を詳細に記載すること。 

 

 

 

 

 

 

４ 整備の緊急性、その他特殊事情等 

 ※ 地域計画や建物を取り巻く環境など、協議施設との関係で、特殊事情等
があり、特記すべき事項がある場合には記入すること。 

 

 

 

 

 

 

５ 当該施設の整備実績 

整備年月日 整備区分 整 備 内 容 

   

   

   

   

   

   

 



第２号様式（第４条関係） 

  指令防子第      号  

 

  年度防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金交付決定通知書 

 

 

                    所在地             

法人名             

代表者名             

 

  年  月  日付けで申請のありました    年度防府市次世代育成

支援対策施設整備費補助金について、下記のとおり交付することに決定しまし

たので、防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金交付要綱第４条の規定に

より通知します。        

  年（   年）  月  日 

 

防府市長   

 

補助金交付決定額  金          円 

 

 



第３号様式（第５条関係） 

  年  月  日  

 

（宛先）防府市長 

 

                  所 在 地 

                  法 人 名 

                  代表者名           印 

 

 

    年度防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金変更交付申請書 

 

    年  月  日付け指令防子第    号で交付決定を受けた標記補

助金の事業計画を下記のとおり変更したので、防府市次世代育成支援対策施設

整備費補助金交付要綱第５条の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 施設の名称 

２ 変更交付申請額            金           円 

３ 変更前交付申請額（既交付決定額）   金           円 

４ 添付書類 

 ①工事請負契約書の写し 

 ②入札執行調書の写し 

 ③工事請負積算内訳書の写し 

 

 

 

 

 



第４号様式（第６条関係） 

  指令防子第      号  

 

  年度防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金変更交付決定通知書 

 

 

                    所在地             

法人名             

代表者名             

 

  年  月  日付けで申請のありました    年度防府市次世代育成

支援対策施設整備費補助金について、下記のとおり変更交付を決定しましたの

で、防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金交付要綱第６条の規定により

通知します。       

   年（   年）  月  日 

 

防府市長   

 

１ 変更後交付決定額           金           円 

２ 変更前交付決定額（既交付決定額）   金           円 

 



第５号様式（第７条関係） 

  年  月  日  

 

（宛先）防府市長 

                  所 在 地 

                  法 人 名 

                  代表者名           印 

 

    年度防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金実績報告書 

 

    年  月  日付け指令防子第    号により交付の決定を受け

た標記補助金の実績について、防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金交

付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて報告します。 

 

記 

 

１ 施設の名称 

２ 精 算 額    金          円 

３ 整備計画実績  別紙１整備計画実績書のとおり 

４ 添付書類 

 ① 工事請負契約書の写し 

 ② 設計委託契約書の写し 

 ③ 賃貸借契約書の写し（仮設施設整備のみ） 

 ④ 工事完了を確認するに足りる検査済証の写し 

  （建築基準法第７条第５項又は第１８条第１８項の規定による検査済証） 

 ⑤ 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表 

 ⑥ 建物平面図（建物面積を明記したもの）及び立面図 

 ⑦ 工事写真 

⑧ 工事契約金額報告書（別紙２） 

⑨ その他必要な書類 

 

 



  年度防府市次世代育成支援対策施設整備計画実績書 

 

１ 対象施設等 

施 設 名  法人名  

施設種別  

施設所在地  

対象経費の実支出額  抵当権設定 有 ・ 無 

資
金
内
訳 

補助金 

設 置 者 負 担 

一般財源 
借入金 

（    ） 
寄付金  

     

利
用
世
帯 

現 在 増 加 合 計 

   

人 人 人 

（世帯） （世帯） （世帯） 

   

※「抵当権設定の有無」：以下に基づく抵当権の設定の有無を記入すること。 
ア 平成 20 年４月 17 日雇児発第 0417001 号「厚生労働省所管一般会計補
助金等に係る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管一般会計補

助金等に係る財産処分承認基準」第３の３の（１）に規定する抵当権の
設定の有無。 

イ 平成 20 年４月 30 日 20 文科初第 490 号「私立学校施設整備費補助金
（私立幼稚園施設整備費）に係る財産処分承認等について」の別添「文
部科学省一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３の３に規定す
る抵当権の設定の有無。 

 

２ 当該補助金による施設整備に係る事業内容 

（１）施設の規模及び構造等 

ア 整備事業（解体撤去工事費、仮設施設工事費を除く。） 

  （ア） 敷地面積         ㎡ 

  （イ） 敷地の所有関係  自己所有地 ・ 借地 ・ 買収（予定）地 

  （ウ） 施設整備の区分（創設、拡張等の別）   

  （エ） 建物の面積  建築面積     ㎡、延面積     ㎡ 

  （オ） 建物の構造         造 

 

（ 別 紙 １ ） 



 イ 解体撤去工事（既存施設に係るもの） 

  （ア） 建物の面積  建築面積     ㎡、延面積     ㎡ 

  （イ） 建物の構造         造 

  （ウ） 建築年月日            年  月  日 

  （エ） 補助金の区分 

（昭和・平成  年度：国庫・民間・自己資金・その他） 

  （オ） 処分（取り壊し）年月日      年  月  日 

 ウ 仮設施設工事 

  （ア） 建物の面積  建築面積     ㎡、延面積     ㎡ 

  （イ） 建物の構造         造 

（２）支出済事業費総額 

 ア 主体工事費                     円 

 イ 工事事務費                     円 

 ウ 小計（本体工事費）                 円 

 エ 特殊付帯工事費                   円 

 オ 解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費 

   （解体撤去工事費）                 円 

   （仮設施設整備工事費）               円 

 カ その他の工事費                   円 

 キ 地域交流スペース                  円 

ク 合  計                      円 

 （注）工事費仕様書、支出済工事費費目別内訳書、工事事務費費目別内訳 

   書を添付すること。 

（３）施工期間 

 ア 契約年月日               年  月  日 

 イ 着工年月日               年  月  日 

 ウ 竣工年月日               年  月  日 

 エ 竣工後事業開始年月日          年  月  日 

 オ 解体撤去工事関係 

  （ア） 着工年月日            年  月  日 

  （イ） 完了年月日            年  月  日 

 



 カ 仮設施設工事関係 

  （ア） 工事期間             年  月  日 

  （イ） 仮設施設の使用期間        年  月  日 



 

  年  月  日  

 

（宛先）防府市長 

 

          （事業実施者）法 人 名 

                 代表者名             印 

 

           （施工業者）会 社 名 

                 代表者名             印 

 

 

工事契約金額報告書 

 

  発注者（委託者）      と請負者（受託者）     は、    

           工事に係る工事請負契約（設計監理委託契約）を次の

とおり締結し施工するとともに、補助金についてもこれに基づき算定したこと

を報告する。 

 

 
 

 契 約 年 月 日 金    額 

 当初工事請負契約     年    月    日 金                円 

 変更（追加）契約     年    月    日 金                円 

     年    月    日 金                円 

 設計監理委託契約     年    月    日 金                円 

     年    月    日 金                円 

 

 

 

 

（ 別 紙 ２ ） 



第６号様式（第８条関係） 

請 求 書 

 

金             円 

 

   内訳    年度防府市次世代育成支援対策施設整備費補助金として 

 

    

    上記のとおり請求します。 

 

   年  月  日 

（宛先）防府市長   

 

 

                  所 在 地 

                  法 人 名 

                  代表者名           印 

 

 

    振込先 

金融機関名 

         銀  行 

         信用金庫        本店・支店・支所 

       農業協同組合 

口座番号   普通 ・ 当座   NO. 

フリガナ 

口座名義 

 

 

 

 

 

 

 


